様式第５号入力例
様式第５号（１枚目）



団体経由産業保健活動推進助成金事業実施計画変更申請書


独立行政法人労働者健康安全機構理事長　殿

　申請日　　　2023年　　12月　　　15日


2023年11月30日付けで交付決定を受けた標記助成金について、団体経由産業保健活動推進助成金　支給要領第10条第１項に基づき、別添のとおり事業実施計画の変更の承認を受けたいので、申請します。
フリガナの記入漏れは　　ありませんか？

	所在地
	〒211-0021
神奈川県川崎市中原区木月住吉町1-1

	フリガナ
団体の名称
	イッパンシャダンホウジン　ロウドウシャケンコウアンゼンキコウキョウカイ
一般社団法人　労働者健康安全機構協会

	代表者
	役職　理事長
	フリガナ　ダイヒョウ　タロウ
氏名　代表　太郎

	担当者
	役職　AA部AA課係長
	フリガナ　タントウ　ハナコ当該申請について分かる方をご記入ください。　　　　　　　　　他の各種申請時と異なる方を記載いただいても問題ありません。

氏名　担当　花子

	問合せ先
	電話番号
	000―000―0000（内線0000）

	
	メールアドレス
	AAA-AAAAA＠aa.aa.jp代表番号の場合は内線番号までご記入ください。





【事務処理欄】　　　　　　　　
	受付No
（記入不要）
	





別添入力例
様式第５号別添（２枚目）

１　交付決定を受けた内容（※）
	（１）交付決定を受けた日
	2023
	年
	11
	月
	30
	日

	（２）受付番号
	○○○○

	（３）交付決定額
	４，５００，０００
	円


（※）受領した団体経由産業保健活動推進助成金交付決定書の記載を写すこと。（２）の受付番号については、本申請より前に事業実施計画変更の承認を受けている場合は、事業実施計画変更承認書に記載された番号もあわせて記載すること。また、（３）については、事業実施計画変更により交付決定額が変更となった場合は、変更後の金額を記載すること。変更する必要性について、簡潔に記載してください。


２　事業実施計画の変更理由添付する書類にチェックしてください。

	傘下の構成事業主からの希望状況を踏まえ、当初予定よりも事業実施期間を短縮したため。



３　事業実施計画の変更内容（※）変更箇所以外は、交付決定を受けた内容を記載してください。

	
	（１）事業実施予定期間

	☐
	（２）実施予定の産業保健サービス

	☐
	（３）実施期間及び所要額

	
	（４）申請額の合計

	☐
	（５）その他
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


（※）該当する箇所にチェックを記入してください。

４　事業実施計画の変更内容の詳細
	（１）事業実施予定期間
	交付決定の日　～　　　2024年　1月　31日

	（２）事業実施対象事業場数（予定）
	5
	事業場

	（３）実施予定の産業保健サービス及び当該産業保健サービスの提供者（予定）

	産業保健サービス番号
（※１）
	名称（氏名）（※２）
	連絡先

	①
	○○○○○株式会社（提供　次郎）
	00-0000-0000

	
	
	

	
	
	

	（４）（３）の産業保健サービスの実施期間及び所要額

	サービス番号（※１）
	実施期間（予定）
	所要額（※３）

	①
	2023.12.1
	～
	2024.1.31
	3,500,000
	円

	
	
	～
	
	
	円

	
	
	～
	
	
	円



	（５）産業保健サービス費用（（４）で記入した額の合計額）
	３，５００，０００
	円

	（６）産業保健サービス提供に係る事務費用

	外部機関名（※４）
	連絡先

	○○○○社会保険労務士事務所
	00-0000-0000

	
	

	（７）（６）の産業保健サービス提供に係る事務費用の実施期間及び所要額

	事務の内容
	実施期間（予定）
	所要額（※５）

	支給申請手続きに係る書類作成
	2023.12.1
	～
	2024.2.16
	500,000
	円

	
	
	～
	
	
	円

	（８）産業保健サービス提供に係る事務費用（（７）で記入した額の合計額、（５）で記入した額の５分の１又は500,000円のうち、最も少な　い額）
	５００，０００
	円

	（９）構成事業主による負担額
	１５０，０００
	円

	（10）申請額（（５）及び（８）の合計に９／10を乗じた額又は5,000,000円（都道府県事業主団体の場合は10,000,000円）のう　　ち少ない額）（※６）
	３，６００，０００
	円


（※１）次頁の①～⑦から該当するものを記入すること。入力例
様式第５号別添（3枚目）

（※２）契約予定の産業保健サービスの提供を行う企業又は個人に係る情報を記載すること。
（※３）それぞれのサービスの総事業費を記載すること。
（※４）契約予定の産業保健サービス提供に係る事務を行う外部機関に係る情報を記載すること。
（※５）それぞれの事務に対して支払う費用の総額を記載すること。
（※６）（９）で記載した構成事業主による負担額が、（５）及び（８）の合計の10分の１を超える場合は、「（５）及び（８）の合計から（９）を引いた額又は5,000,000円（都道府県事業主団体の場合は10,000,000円）のうち少ない額」を記入する。



※様式第5号別添（4枚目）は省略









